
基本的施策 № 指標
等

具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課
達成
度

今後の課題または成果の継続のため
に具体的に取り組むこと

各種ハラスメン
ト防止のための
意識啓発

18

セクシュアル・ハラスメ
ント、パワー・ハラスメ
ント、妊娠・出産等に関
するハラスメントなどを
防止するため、市広報や
ホームページ等を活用し
た啓発活動や情報提供を
行います。

市広報11月号「男女共同参画ひろば　いっぽいっぽ」にて
「性暴力被害をなくそう」の記事掲載を行った。

人権・市
民相談課 3

市広報等で、各種ハラスメントに関
する啓発や情報提供を継続的に行
う。

19

職場におけるハラスメン
ト防止対策の強化が義務
付けられたことから、市
内事業主に対して「男女
雇用機会均等法」、「育
児・介護休業法」及び
「改正労働施策総合推進
法（パワハラ防止法）」
などの法律についての周
知、啓発を行います。

ホームページ等において、制度に関する情報提供等を行っ
たほか、国・県が作成したチラシやポスターの配布等を実
施した。

産業経
済課 3 今後も継続して最新の情報を提供す

る。

20

高齢者・障がい者への虐
待について、各法律の周
知や被害防止のための啓
発を行います。

高齢者の虐待等権利擁護に関する相談先として、高齢者あ
んしん相談センターの周知を行った。また、二市一町主催
で介護関係者への虐待防止ネットワーク研修会を対面形式
で開催し、講義とグループワークを通じて虐待防止の周
知・啓発を行った。

高齢者福
祉課 3

高齢者の権利擁護の相談機関として
高齢者あんしん相談センターの周知
と、虐待防止に向けた研修などを継
続して行う。

 基本目標Ⅱ　男女の人権を尊重したまちづくり

主要課題１　一人ひとりの人権が尊重された地域社会

施策の方向(1)ハラスメントを許さない意識づくり

法や制度の周知

資料1
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基本的施策 № 指標
等

具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課
達成
度

今後の課題または成果の継続のため
に具体的に取り組むこと

20

高齢者・障がい者への虐
待について、各法律の周
知や被害防止のための啓
発を行います。

高齢者の虐待等権利擁護に関する相談先として、高齢者あ
んしん相談センターの周知を行った。また、二市一町主催
で介護関係者への虐待防止ネットワーク研修会を対面形式
で開催し、講義とグループワークを通じて虐待防止の周
知・啓発を行った。

障がい福
祉課 3

高齢者の権利擁護の相談機関として
高齢者あんしん相談センターの周知
と、虐待防止に向けた研修などを継
続して行う。

【いじめ防止条例】
昨年に続き、啓発を図るため、いじめに関する相談先等を
案内する内容のポケットティッシュを作成し、学校やいじ
め防止サポーター等に配布した。
また、いじめ問題対策連絡協議会及びいじめサポーター向
けに以下講演会を開催した。
テーマ：市内のいじめの現状とその対応について
日　程：３月１８日（火）
会　場：富士見市役所全員協議会室
参加者：２１人

子育て支
援課 3

いじめの防止等について、継続して
市全体で取り組んでいくため、普及
啓発活動を促進する。
また、いじめ防止サポーターについ
ては、引き続き市ホームページ等で
募集を行う。

各種条例の周知について、青少年関係団体が企画・実施す
る事業の支援を行うことを通じて、間接的に条例周知を
行った。

生涯学習
課 2

条例の周知方法について、広報物へ
の記載の他、様々な方策を青少年関
係団体と一緒に検討する。

基本的施策 № 指標
等

具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課
達成
度

今後の課題または成果の継続のため
に具体的に取り組むこと

セクハラやパワハラ等の各種ハラスメントを対象とする相
談窓口を設置している。

職員課 3 今後も窓口の周知を行い、相談等が
あった場合は適切な対応を行う。

人権・市民相談課の相談窓口において、相談内容に応じて
市民相談や、県の労働相談等へつないだ。

人権・市
民相談課 3 今後も、相談内容に応じ、適切な窓

口へつなげる。

ホームページ等において、制度に関する情報提供等を行っ
たほか、国・県が作成したチラシやポスターの配布等を実
施した。

産業経済
課 3 今後も継続して最新の情報を提供す

る。

基本目標Ⅱ　男女の人権を尊重したまちづくり

主要課題１　一人ひとりの人権が尊重された地域社会

施策の方向(2)ハラスメントに関する相談ができる体制づくり

21

埼玉県青少年健全育成条
例や富士見市いじめ防止
条例についての周知を行
います。

家庭、学校、職場や地域
等、あらゆる場における
様々な嫌がらせやいじめ
の悩み事に対し、個々に
応じた適切な相談窓口へ
つなぎます。

22相談体制の充実

法や制度の周知
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基本的施策 № 指標
等

具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課
達成
度

今後の課題または成果の継続のため
に具体的に取り組むこと

いじめの認知を確実にするよう指導するとともに、各学校
にいじめアンケート等を実施し、いじめの未然防止、早期
発見、早期解決を進めるよう指導した。

学校教育
課 3

教育相談室と連携し、いじめ重大事
態に適切に対応するべく、管理職、
生徒指導主任を中心に研修を行い、
いじめ未然防止を推進する。

電話や対面での相談に加え、公民館等を利用した出張教育
相談、公認心理師による心理相談や特別支援教育相談、医
療機関と連携した教育相談等の相談活動を行った。スクー
ルソーシャルワーカーが生徒指導訪問に帯同し、学校との
連携を密にした。

教育相談
室 3

アウトリーチ支援により、潜在して
いる相談について、支援を広げる。
また、スクールソーシャルワーカー
をハブとして、学校との連携を強化
する。

高齢者虐待等の通報や相談があった際に、高齢者あんしん
相談センターや関係機関と連携して情報を収集し、情報共
有やケース検討を実施。必要に応じてコアメンバー会議を
開催し対応の協議を行い、関係機関と連携し高齢者及び家
族への支援と、不適切な対応をする者への介護負担軽減に
向けた提案など養護者支援を行った。

高齢者福
祉課 3

高齢者虐待の背景には様々な課題が
複雑に絡み合い、対応困難で時間を
要する場合がほとんどであるため、
関係機関との連携を密にして迅速か
つ適切な対応に努め、継続した支援
を行う。

虐待通報について、埼玉県マニュアルに沿った対応を行う
ことができた。

障がい福
祉課 3 引き続き継続をする。

児童虐待通告があった場合には、関係機関等への必要な調
査を実施した上で、しかるべき指導・支援を行った。対応
の中で出てきた様々な課題に対しては、関連する関係機関
と連携して対応を行った。また、子どもを守る地域協議会
において、関係機関との連携強化を図った。

子ども未
来応援セ
ンター

3
子どもを守る地域協議会を継続して
実施することで、関係機関との連携
を引き続き強化する。

24

専門カウンセラーによる
女性相談を定期的に実施
し、女性が抱える様々な
悩み事に対応します。

女性相談では、心理カウンセラーによる精神面の相談、Ｄ
Ｖ相談では、ＮＰＯ法人スタッフによる生活面の相談や支
援等を行った。

人権・市
民相談課 3 今後も継続して支援をする。

23

高齢者・障がい者・児童
への虐待についての相談
を受け、個々の状況に応
じた支援を行います。

家庭、学校、職場や地域
等、あらゆる場における
様々な嫌がらせやいじめ
の悩み事に対し、個々に
応じた適切な相談窓口へ
つなぎます。

22

相談体制の充実
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基本的施策 № 指標
等

具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課
達成
度

今後の課題または成果の継続のため
に具体的に取り組むこと

25

男女平等及びリプロダク
ティブヘルス／ライツ
（性と生殖に関する健康
と権利）の理念に基づ
き、児童生徒の発達段階
に合わせた男女の性に関
する教育の充実に取り組
みます。また、正しい知
識と認識を深め、お互い
の人権を大切にし合える
よう「体育（保健体
育）」「家庭（技術・家
庭）」「特別な教科　道
徳」及び「総合的な学習
の時間」「特別活動」な
どを通じて指導します。

各教科においての指導に合わせ、包括的セクシュアリティ
教育について、年間指導計画を作成し、市の委嘱研究を進
めてきた。各学校には、関係機関と連携して取り組むよう
働きかけている。

学校教育
課 3

令和７年度より、包括的セクシュア
リティ教育をいのちの授業＋（プラ
ス）と名称変更を行い、学校研究を
通して、研鑽を深める。

児童と保護者が一緒に取り組める「家族でやってみよう!!
ジェンダーチェック」を市内全小学4年生に配布した。アン
ケートでは、「親子ともに、性別で区別するのではなく、
周囲の人の個性や多様性を受け入れたいと思った」等の回
答を得た。

人権・市
民相談課 3

「ジェンダーチェック」について、
適宜内容を見直しながら、継続的に
取り組む。

関係機関から提供される資料を配付・活用するとともに、
情報共有を図っている。

学校教育
課 3 今後も継続して取り組む。

ふるさと祭りの場を活用して、薬物乱用防止キャンペーン
を行った。薬物乱用防止のための啓発品を配布し、薬物に
ついての知識が普及されるよう努めた。

生涯学習
課 3

引き続き市民団体と協力しながら薬
物乱用防止のための啓発活動を行
う。

体育（保健体育）科において児童生徒の発達段階に応じて
指導するとともに、各学校において薬物乱用防止教室を実
施している。

学校教育
課 3 今後も継続して取り組む。

施策の方向(1)男女が互いの性を理解、尊重するための意識啓発

26

小・中学校において、関
係機関で作成される、性
とジェンダーに関する資
料の活用を図るととも
に、性的マイノリティを
含む多様な性への理解の
ための情報提供を行いま
す。

基本目標Ⅱ　男女の人権を尊重したまちづくり
主要課題２　生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利の尊重

児童生徒及び市民の健全
な心身の発達のため、薬
物の害及びエイズや性感
染症についての知識を普
及し、その予防に取り組
みます。

生と性に関する
正しい認識と理
解についての教
育・学習の機会
の充実

27
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基本的施策 № 指標
等

具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課
達成
度

今後の課題または成果の継続のため
に具体的に取り組むこと

28

生活環境の保全のための
啓発を行い、環境汚染に
よる健康被害の未然防止
に取り組みます。

市域全体の大気環境を監視するため、年2回（夏季、冬季）
つるせ台小学校・水谷小学校・東中学校におけるダイオキ
シン類濃度を調査した。
野外焼却に関しては、広報やホームページで周知・啓発す
るとともに、パトロール等により、法令等により禁止され
ている行為が確認された場合には中止を要請した。

環境課 3

健康被害を及ぼす環境汚染物質の監
視を継続し、結果を経年で比較する
ことや、野外焼却の通報において
は、継続的な周知・啓発とともに、
通報があった際には速やかに対処す
ることで健康被害を未然に防ぐ。

29

リプロダクティブ・ヘル
ス／ライツ（性と生殖に
関する健康と権利）の理
念の浸透を図るための学
習機会や情報の提供を行
います。

市ホームページへの啓発記事掲載及び庁舎内の男女共同参
画コーナーにおいて、リーフレット等を配架した。

人権・市
民相談課 3

今後も男女共同参画推進会議と共催
で行うセミナーのテーマで取り上げ
ることを検討する。

30

両親学級を通して、男女
が互いの性を理解し、健
康な妊娠生活の継続と男
女共同参画による子育て
を推進します。

両親学級では制度や保育、環境と衣類などの一般的な出産
準備の内容だけではなく、妊婦体験や家族計画、赤ちゃん
との生活等の講義を通じて男女の性の違いや、妊娠・出産
による体や精神面の変化等をホームページでの動画掲載
や、対面の講義にて周知した。

子ども未
来応援セ
ンター

3

例年に引き続き、育児に主体的な男
性の教室参加が見られた。両親学級
にて男女の性についてや、育児の実
際について理解が深められるよう知
識の普及や実際の状況の周知を図
る。

31

子どもに対する性犯罪の
防止に役立つ取り組みと
して、富士見市青少年育
成市民会議や、富士見市
青少年育成推進員ととも
に110番三角旗の設置や地
域のパトロールを行いま
す。

110番三角旗の点検や配布を行った。10月には地域のパト
ロールの一環として環境パトロールを実施し、青少年の犯
罪防止に努めた。

生涯学習
課 3 定期的なパトロールの実施の為に市

民団体と実施手法を検討する。

32

インターネットやスマー
トフォンを利用した性犯
罪、人権侵害行為等を防
ぐため、メディアの情報
についての正しい判断能
力を身につけられるよ
う、児童生徒及び保護者
に向けて啓発を行いま
す。

埼玉県ネットトラブル注意報を各校へ情報提供し、学校か
ら児童生徒及び保護者への啓発を図った。

学校教育
課 3 関係課との連携を密にし、慎重かつ

丁寧に対応する。

生と性に関する
正しい認識と理
解についての教
育・学習の機会
の充実

5



基本的施策 № 指標
等

具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課
達成
度

今後の課題または成果の継続のため
に具体的に取り組むこと

33
年代や性差に応じた健康
に関する相談窓口の充実
に努めます。

年代や性差に応じた健康相談を実施した。
・成人健康相談　267人
・高齢者健康相談　399人

健康増進
センター 3

今後も各年代や対象者に応じて事業
内容を工夫する他、相談しやすい環
境を整えるなど継続的に市民の健康
づくりを支援する。

34

再掲

専門カウンセラーによる
女性相談を定期的に実施
し、女性が抱える様々な
悩み事に対応します。

女性相談では、心理カウンセラーによる精神面の相談を継
続したり、他の相談につなぐなどの支援を行った。

人権・市
民相談課 3 今後も相談者の状況に合わせた支援

を継続して行う。

35
妊産婦の健康づくりに対
する取り組みの充実に努
めます。

妊娠届出時の面接、妊娠中の電話やアンケート、医療機関
からの連絡等から状況を把握し、必要に応じて支援を実施
した。

子ども未
来応援セ
ンター

3

昨年度に引き続き、妊娠届出時の面
接をきっかけに伴走型支援として電
話やアンケート、訪問を通じて妊産
婦の支援を行い、必要に応じて関係
機関との連携を行う。

36

妊娠・出産に関する経済
的負担を軽減するため、
妊婦健康診査の費用の一
部を助成します。

国および県が望ましいとする基準の妊婦健康診査と産婦健
康診査の内容について、その費用の一部を助成した。

子ども未
来応援セ
ンター

3

妊婦健康診査や産婦健康診査の費用
の一部助成に加え、妊産婦への経済
的支援として妊婦支援給付金（名称
変更、旧：出産・子育て応援給付
金）を継続する。

37

妊娠・出産に関する精神
的・経済的不安に対処で
きる相談・支援体制の充
実に努めます。

妊産婦へ伴走型相談支援を行う中で精神的、経済的問題を
把握し、グループ内で協議。必要に応じて関係機関と連携
し継続して支援を実施した。また、経済的支援として出
産・子育て応援給付金の支給、ベビーギフトの提供を行っ
た。

子ども未
来応援セ
ンター

3

グループ内で協議後、必要に応じて
合同ケース会議を通じて支援方針の
検討および関係機関との連携を図
る。また、経済的支援として妊婦の
ための支援給付金（名称変更、旧：
出産子育て応援給付金）を継続す
る。

基本目標Ⅱ　男女の人権を尊重したまちづくり
主要課題２　生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利の尊重
施策の方向(2)生涯にわたる健康づくりの支援

からだとこころ
に関する相談等
の充実

妊娠・出産・育
児に関する健康
支援
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基本的施策 № 指標
等

具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課
達成
度

今後の課題または成果の継続のため
に具体的に取り組むこと

38

一人ひとりがライフス
テージに応じて主体的・
継続的に健康を維持でき
るよう、生活習慣病等疾
病の予防や介護予防のた
めの学習の機会を提供
し、各種健（検）診制度
の充実と受診率向上を目
指した普及啓発に取り組
みます。

食や健康づくりに関する教育や各々の健康状態に合わせた
教室を実施した。
・集団健康教育 教室等参加者　78回　1,388人
・介護予防関係　教室・講座参加者　155回　2,795人

健康増進
センター 3

引き続き、一人ひとりが生活習慣病
や介護予防に主体的に取り組めるよ
う、参加しやすく分かりやすい教室
の運営に努めるとともに、地域での
仲間づくりを支援する。また、食育
推進室を拠点とした料理教室等を通
じて、食に関する健康づくりを推進
する。なお、ICT等のデジタル技術を
活用した情報発信についても継続し
て行う。

39

男女の心身の健康・生き
がいづくりの一環とし
て、地域でのスポーツ行
事や講座等を開催しま
す。

＜心のバリアフリー研修＞
内　容：心のバリアフリー講義及びデフバドミントン体験
日　程：2月11日
会　場：市民総合体育館　サブアリーナ
講　師：日本デフバドミントン協会
　　　　矢ケ部　紋可氏
　　　　長原　茉奈美氏
参加者：17人

＜車いすハンドボール体験教室＞
内　容：パラスポーツ体験（障がいへの理解）
日　程：①6月12日・7月2日、②8月20日、③11月20日
会　場：①水谷東小学校、②市民総合体育館　メインア
リーナ、③勝瀬小学校
講　師：上原　大祐氏
参加者：①34人、②35人、③90人

＜ボッチャ市民交流大会＞
内　容：ボッチャ
日　程：8月24日
会　場：市民総合体育館　メインアリーナ
参加者：10チーム（38人）

文化・ス
ポーツ振
興課

3

令和6年度は新規にボッチャ市民交流
大会を開催したが、参加チーム数が
募集チーム数に満たなかったため、
誰もが参加できるスポーツとして市
民への周知を進めていく。今後も、
誰もが生涯にわたり楽しくスポーツ
活動に親しむことのできる機会の提
供に努める。

生涯を通じた健
康づくりの支援
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基本的施策 № 指標
等

具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課
達成
度

今後の課題または成果の継続のため
に具体的に取り組むこと

＜男女共同参画職員研修＞
テーマ：「男女共同参画基礎講座 ～あらゆる場面にジェン
ダーの視点を～」
講　師：埼玉県男女共同参画推進センター　専門員
日　程：10月30日(水)
対　象：全職員
会　場：富士見市民総合体育館
参加者：34名
内　容：・男女共同参画社会とは
　　　　・男女共同参画の現状と課題を知る
　　　　・誰もが働きやすく生きやすい世の中にするには
※人権・市民相談課と共催

職員課 3

毎年度研修を実施することで、令和6
年度終了時点での延べ受講者数が925
名となり、広く職員に啓発できてい
ることから、今後は隔年での研修実
施により、定期的に啓発を図ってい
くこととする。

市ホームページ等での情報提供のほか、令和4年4月より
「富士見市パートナーシップ宣誓制度」を開始するなど、
多様な性及び性的マイノリティに関する理解促進を行って
いる。

人権・市
民相談課 3 引き続き性の多様性についての周知

啓発を行う。

国・県が作成したチラシやポスターの配布等を実施した。
産業経済
課 3 今後も継続して最新の情報を提供す

る。

関係資料を活用し、性とジェンダーや多様な性についての
指導を行い、一人ひとりが互いの人権を尊重する意識をも
つことができるように努めている。

学校教育
課 3 今後も継続して取り組む。

各施設管理担当課からの改修計画・要望を基に助言・技術
協力を行い整備を進めた。
勝瀬中学校・水谷中学校体育館のトイレ洋式化、多機能ト
イレの整備実施。
ふじみ野小学校トイレの洋式化実施。

営繕課 3
引き続き各施設管理担当課からの改
修計画・要望を基に関係法令を遵守
し環境整備を進める。

勝瀬・水谷中学校：体育館の長寿命化工事に伴いオストメ
イト、おむつ交換台付の多目的トイレを設置
ふじみ野小学校：トイレ改修工事において便器洋式化、床
ドライ化を実施

教育政策
課 3 快適なトイレ環境の維持に努める。

基本目標Ⅱ　男女の人権を尊重したまちづくり
主要課題３　多様な性・多様な生き方を認める意識の醸成

施策の方向(1)多様な性への理解促進

性の多様性につ
いての意識啓発 40

新規

性別に起因する偏見や固
定観念等により、困難な
立場に置かれている性的
マイノリティに関する理
解促進のための啓発を行
います。（市広報等での
周知、市民向けの講座、
市内事業所向けの周知、
国や県の小・中学校教職
員研修、人権講演会、男
女共同参画職員研修等）

41

新規

性的マイノリティや子育
て家庭、高齢者、障がい
者を含め、すべての人が
安心して使えるよう、男
女別トイレの他に誰でも
使える「多機能トイレ」
の整備に努めます。

環境の整備
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基本的施策 № 指標
等

具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課
達成
度

今後の課題または成果の継続のため
に具体的に取り組むこと

42

新規

性別を特定する必要がな
い市の手続きやアンケー
ト等において、性的マイ
ノリティの心理的負担の
軽減に配慮します。

市が作成するアンケート等について、特に理由がある場合
を除き、性別記載欄を設けないよう、毎年通知をし、全庁
に配慮を促している。

全課 3

今後も全庁的に取り組む。男女間の
意識の偏り、男女の格差の現状やそ
の要因、影響の分析に必要な場合は
適宜、必要性を説明した上で実施す
る。

43

新規

同性カップルの抱える生
きづらさを解消し、性の
多様性について広く啓発
していくため、「パート
ナーシップ宣誓制度」の
導入に向けた取り組みを
進めます。

令和4年4月1日より「富士見市パートナーシップ宣誓制度」
を開始。令和７年２月５日からは埼玉県内自治体と連携協
定を結び、制度利用者の県内の転出入の際の手続きの簡素
化を図っている。

人権・市
民相談課 3

今後も制度を広く周知し、性の多様
性の理解促進のための取り組みを継
続する。

基本的施策 № 指標
等

具体的な取り組み 令和6年度の取り組みとその成果 担当課
達成
度

今後の課題または成果の継続のため
に具体的に取り組むこと

性的マイノリティへの理解を深め、個々に応じた適切な相
談窓口へつなぐことができるよう、研修の内容を職員間で
共有している。

人権・市
民相談課 3

今後も個々に応じた適切な相談窓口
へつなぐことができるよう、より良
い体制づくりに努める。

関係課と連携し、校長会等で情報提供をした。各学校には
開かれた学校を目指すとともに、関係機関と連携して取り
組むよう働きかけている。

学校教育
課 3 今後も継続して取り組む。

性的マイノリティについての相談があった場合は、来談者
の要望や学校等の環境、指導体制について、十分な合意形
成が図られるよう取り組んだ。

教育相談
室 3

引き続き、信頼関係を基盤としつ
つ、相談のプロセスを大切にする。
職員の啓発や学校との共通理解を図
る。

基本目標Ⅱ　男女の人権を尊重したまちづくり

環境の整備

主要課題３　多様な性・多様な生き方を認める意識の醸成

施策の方向(2)多様な性に関する相談ができる体制づくり

相談体制の充実 44

性的マイノリティ及びそ
の家族の相談について、
個々に応じた適切な相談
窓口につなげます。ま
た、研修の受講等によ
り、対応する職員及び相
談員の理解を深め、安心
して相談できる体制づく
りに努めます。
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